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開    会 

 

○大久保代理 大久保です。 

 それでは、ただいまから電波監理審議会を開会いたします。 

 笹瀬会長が任期を迎えられたことにより、現状は会長不在となっております

ため、本日は、会長選任までの間、会長代理の私が議事を進行させていただき

ます。 

 本日の３月期会議につきましては、委員各位のスケジュールの状況を踏まえ、

電波監理審議会決定第６号第５項のただし書に基づき、委員全員がウェブによ

る参加とさせていただきました。 

 本日の議題は、お手元の資料のとおり、議決事項１件、諮問事項２件、報告

事項２件、審議事項２件となっております。 

 笹瀬委員、また長田委員は、３月１日付で任期満了となりましたが、３月２

日付で引き続き委員に再任されました。笹瀬委員及び長田委員から一言御挨拶

をお願いいたします。 

○笹瀬委員 笹瀬です。このたび再任されましたので、どうぞよろしくお願い

いたします。 

○大久保代理 長田委員、もしよろしかったら一言お願いします。 

○長田委員 長田でございます。３期目になります。いろいろお世話になると

思います。よろしくお願いいたします。 

○大久保代理 ありがとうございました。引き続きよろしくお願いいたします。 

 

議決事項 
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会長及び会長代理の選任 

 

○大久保代理 それでは、議決事項といたしまして、会長を選任したいと存じ

ます。会長の選任につきましては、電波法第９９条の２の２第２項におきまし

て、委員の互選により選任すると規定されております。私といたしましては、

引き続き笹瀬委員にお願いできればと思いますが、皆様いかがでしょうか。 

○長田委員 賛成いたします。 

○林委員 賛同いたします。 

○大久保代理 ありがとうございます。笹瀬委員、お引き受けいただけますで

しょうか。 

○笹瀬委員 了解です。どうぞよろしくお願いいたします。 

○大久保代理 ありがとうございます。それでは、会長は引き続き笹瀬委員に

お願いしたいと思います。 

 それでは、改めまして、笹瀬会長から一言御挨拶をお願いいたします。 

○笹瀬会長 ただいま会長に選任していただきました笹瀬です。どうもありが

とうございます。皆様の御協力をいただきながら、昨年から１年間会長を務め

ておりましたが、引き続き、会長として責務を一生懸命果たしたいと思います

ので、どうぞ御指導のほどよろしくお願いいたします。以上です。 

○大久保代理 ありがとうございました。会長が選任されましたので、ただい

まから笹瀬会長に議事の進行をお願いいたします。 

○笹瀬会長 それでは、よろしくお願いいたします。ここから私が議事の進行

を務めます。 

 私が引き続き会長を務めることになりましたが、会長代理をお願いする委員

についても改めて確認を取りたいと思います。会長代理につきましては、電波

法第９９条の２の２第４項におきまして、あらかじめ委員のうちから、会長に
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事故がある場合に会長の職務を代行する者を定めておかなければならないと規

定されております。私といたしましては、引き続き大久保委員にお願いしたい

と思いますけれども、いかがでしょうか。 

○林委員 賛同いたします。 

○長田委員 賛成です。 

○矢嶋委員 賛成いたします。 

○笹瀬会長 大久保委員、お引き受けいただけますでしょうか。 

○大久保代理 はい、承りました。よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 それでは、会長代理は引き続き大久保委員にお願いしたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、引き続きまして、有効利用評価部会に所属する委員についても改

めて指名をすることにしたいと思います。部会に所属する委員は電波監理審議

会令の第２条第２項に基づきまして会長が指名することになっております。現

在、林委員が指名されており、林委員が部会長を務めておられますけど、もう

１名必要ということで、引き続き私が担当したいと思いますので、私自身を指

名したいと思いますけども、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

○林委員 賛同いたします。  

○大久保代理 賛同いたします。 

○長田委員 異議ございません。賛同いたします。 

○笹瀬会長 それでは、引き続き林部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

○林委員 こちらこそよろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 以上で、議決事項は終了いたします。 

 次に、情報流通行政局の議事に入りますので、情報流通行政局の職員の方に

入室するように御連絡よろしくお願いいたします。 

（情報流通行政局職員入室） 
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諮問事項（情報流通行政局） 

 

（１）  無線設備規則等の一部を改正する省令案（地上デジタルテレビジョン放

送の高度化に係る技術基準の追加） 

 

○笹瀬会長 よろしくお願いいたします。議事に先立ちまして、総務省の皆様

にまず御挨拶いたします。私と長田委員が、任期が３月１日で満了になりまし

て、３月２日に再度委員に選ばれました。それで、先ほどのこの会議におきま

して、電波監理審議会委員の互選によりまして、電波監理審議会の会長に再任

となりました。よろしくお願いします。 

 長田先生も一言御挨拶ください。 

○長田委員 ありがとうございます。また引き続きお世話になります。よろし

くお願いします。 

○笹瀬会長 それでは、議事を再開いたします。まず、諮問第３号「無線設備

規則等の一部を改正する省令案（地上デジタルテレビジョン放送の高度化に係

る技術基準の追加）」につきまして、山口放送技術課長から御説明をよろしくお

願いいたします。 

○山口放送技術課長 諮問第３号、説明資料を御覧いただければと思います。 

 １ページを御覧ください。地上テレビジョン放送の高度化に係る技術基準の

規定に関する諮問事案でございます。諮問の概要でございますが、我が国では、

平成１５年、２００３年から地上テレビジョン放送を開始してございまして、

約２０年経過してございます。その間、４Ｋ・８Ｋの衛星放送開始があるなど、

新たな技術が順次導入されてきているところでございます。 

 このような中で、地上テレビジョン放送における４Ｋ放送あるいは２Ｋ放送
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の周波数利用効率の向上を可能とする新たな放送方式、これは高度地上テレビ

ジョン放送方式と呼ばせていただいてございますが、この技術的条件について、

情報通信審議会で検討をいただきまして、昨年答申をいただいたところでござ

います。本件諮問につきましては当該答申を踏まえて、関連規定の整備を図る

ため、無線設備規則等の一部改正を行っていただきたいというものでございま

す。 

 改正の概要でございますが、高度化方式の無線設備の技術基準に関する規定

の整備ということで、設備規則の関係、それから標準テレビジョン放送等のう

ち、デジタル放送に関する送信の標準方式の関係、それからその他の規定の整

備ということで、これまで改正機会がなくて残存しておりましたアナログテレ

ビジョン放送用の無線設備に関する規定の削除等を行わせていただきたいとい

うものでございます。 

 新たに追加する技術基準、改正規定につきましては、３ページ目以降で、説

明資料で御説明させていただきます。 

 まず４ページを御覧いただければと思います。こちらは参考情報でございま

すけれども、画面の横軸の画素数が約２,０００のものを２Ｋ、約４,０００の

ものを４Ｋ、約８,０００のものを８Ｋと、こういうふうに呼んでいるというも

のでございまして、大画面になっても画素数の多い映像を伝送すれば、非常に

きれいな画面が見れるというものになります。 

 ５ページを御覧ください。海外における高度化の状況でございます。次世代

の放送方式は複数規格化されてございます。具体的には５ページの下段のとこ

ろの３つの方式を書かせていただいてございます。北米、韓国等のＡＴＳＣ３.

０、欧州のＤＶＢ－Ｔ２、中国のＤＴＭＢ－Ａというものがございまして、い

ずれも国際的に標準化がされた状況でございます。 

 それから、導入の状況でございます。上のところに書かせていただいてござ
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いますが、米国では２０１８年１月に国内承認がはじまり、2023年１月時点で

１３３局がＡＴＳＣ３.０の免許の申請あるいは承認されているところです。

欧州につきましては、先ほどのＤＶＢ－Ｔ２ですけれども、ＵＨＤというのが

４Ｋ並みの品質のものでございまして、ＵＨＤをやっているのはイタリアとポ

ーランドでございます。それから韓国もＡＴＳＣ３.０を採用してございます

が、一部地域で放送が開始されております。中国ではここに記載の計画を示さ

れている状況でございます。 

 ６ページにお移りいただいて、６ページで我が国が採用する高度化の放送方

式の内容でございます。左の下のところに技術的要素、右側に具体の追加技術

を示させていただいてございます。要素としては、映像と音声の符号化方式、

多重化の方式、限定受信方式、それから伝送路符号化方式というものがござい

まして、具体的に追加した技術としましては、右側のところで、映像符号化方

式につきましては、現行ＭＰＥＧ－２という方式を採用しているんですけども、

ＶＶＣという、ＭＰＥＧ－２に比べて６分の１に圧縮できる方式を採用してい

ます。 

 それから、音声符号化方式としましては、ＭＰＥＧ－Ｈ ３Ｄ Ａｕｄｉｏ

／ＡＣ－４という、こちらも圧縮方式で現行で３分の２ぐらいに圧縮できるん

ですけども、高音質化を実現するというような方式を採用しています。 

 それから多重化方式は、放送通信との親和性が高くて、ＩＰ方式に対応した

ＭＭＴ／ＴＬＶという方式を採用してございまして、限定受信用のスクランブ

ル暗号方式としては、衛星放送と同様ですけど、ＡＥＳ／Ｃａｍｅｌｌｉａと

いう方式を採用してございます。 

 それから、今回の技術条件の特色である伝送路符号化につきましては、２方

式、高度化方式と、階層分割多重方式を採用しておりまして、こちらについて

は７ページで御説明をさせていただきます。 
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 ７ページを御覧ください。伝送路符号化方式の２方式でございまして、左側

が地上放送高度化方式でございます。こちらは変調方式が、真ん中のところに

ございますが、多値変調という大量な情報が載る方式を採用してございます。

この図の点が、情報量に相関するものでございまして、これが右図のとおり２

５６ＱＡＭとか、高い多値変調まで可能な方式を採用しています。 

 それから、その下利用帯域でございますが、これは６ＭＨｚの帯域を使うん

ですけれども、帯域の両端部分をぎりぎりまで使えるよう、従来の１３セグメ

ントに対して３５セグメントを採用しています。結果として、右の上段にある

伝送の情報量、伝送容量が１.７倍効率化する方式になってございます。 

 それから、右側の階層分割多重方式・次世代方式というのは、現行の地デジ

と次世代方式の信号を重ねて送信して、受信側で各々取り出す方式を採用して

ございます。これは従来のテレビで、既存の放送を見つつ、買い替え時に新方

式対応テレビが購入されると新方式も見られるようになるので、購入が進めば、

次世代方式に切り替えるようなマイグレーションも想定した方式を採用してい

ます。 

 現行方式との比較では、高度化方式では、ＨＤの放送１番組に対して４Ｋ放

送が１～２番組、ＨＤの放送だと６番組送れるようになります。階層分割多重

ですとＨＤの放送だと２番組、次世代方式だと４Ｋで１番組が送れるようにな

るものでございます。 

 ８ページを御覧ください。各省令案の概要ということでございます。御説明

した基準を追加した改正省令を示しているものでございます。先ほど御説明し

た高度化方式を左側の上段に記載しており、標準方式の３章の２に多重化、映

像符号化等を追記しているものでございます。右側の３章の３が、階層分割多

重方式と次世代方式で同様に規定を追記しています。 

 それから、無線設備規則につきましては、下段のところに記載しておりまし
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て、周波数使用条件に関わるものということで、無線局間の混信を抑制する規

定として、不要発射強度の許容偏差、あるいは周波数の許容偏差等を定めてい

ます。併せて残存するアナログテレビジョン放送の関連規定を削除しています。 

 ９ページは技術基準全体像でございまして、赤字のところが今回規定に追加

する技術でございます。 

 新しい規定に関しては以上でございまして、戻っていただいて２ページでご

ざいます。意見募集を今回行ってございます。４のところでございます。１月

２５日から２月２８日まで行って、５件の意見提出がございました。個人の方

から御意見４件、企業から１件で、賛同御意見、標記に関する御指摘、それか

ら放送事業に関する御指摘などでございました。 

 御説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に

関しまして、御質問あるいは御意見等はございますか。大久保会長代理、いか

がでしょうか。 

○大久保代理 御説明ありがとうございます。本件に関しては賛同いたします。

１点教えていただきたいのですが、先ほど御説明のあったとおり、海外でも様々

な規格化が進んでいる中で、今回の日本での高度地上デジタルテレビジョン放

送方式と、海外において進んでいること企画との関係性等を、どのように捉え

ておけばいいのか、その点、非常に基本的なところでしょうが理解が不足して

おりますので、教えていただければと思います。以上です。 

○山口放送技術課長 放送の方式の規格というのは、日、米、欧、中国などの

方式がありまして、技術の進展に伴って、技術のアップデートがされている状

況でございます。国際標準化も、方式が並存するものになってございまして、

技術が新しくなれば導入も意識しながらアップデートされている状況にござい

ます。 
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 日本も、冒頭で御説明しましたが、導入から２０年経過した技術であるため、

周波数利用効率にもつながる新しい映像符号化方式の技術なども採用してござ

います。そういう技術のアップデートがございましたので、今回、４Ｋ放送も

導入可能な環境を提供できるよう技術アップデートした規格を導入するもので

ございます。以上でございます。 

○大久保代理 分かりました。ありがとうございました。 

○山口放送技術課長 ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 時宜を得た改正で賛同いたします。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 必要な改正だと思います。賛成いたします。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 同じく必要な改正だと考えますので、賛同いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。私も賛同いたします。１点、初歩

的な質問ですけれども、ページ数で言うと６ページのところで、改正となる技

術的要素が並んでいると思うんですけども、特に３番、４番、５番に関しては

放送に関係するものですけども、１番、２番に関して、映像符号化、音声符号

化は別に放送にこだわらずコンテンツという点から見ると、インターネットで

流されている方式との互換性とか、そこは問題ないんでしょうか。 

 ここで言っている映像符号化と音声符号化というのは、放送に流すことだけ

を前提にして提案しているものですよね。それは間違っていますか。合ってい

ますか。 

○山口放送技術課長 御指摘のとおり採用する映像符号化と音声符号化は、放

送以外にも使える、通信等々でも使える技術でございます。周波数の有効利用

の視点でなるべく効率的な方式を採用し、４Ｋ放送も可能にすることを考慮し
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て、映像符号化であれば最新のＶＶＣという方式を採用しています。 

○笹瀬会長 分かりました。そうすると例えば海外である放送番組を日本の地

デジなりで流そうとした場合に関しては、そういう変換は容易にできるという

理解でよろしいですね。 

○山口放送技術課長 大丈夫です。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございます。この改正自体に関

してはこれで非常にいいと思います。どうもありがとうございました。 

○山口放送技術課長 ありがとうございます。 

○笹瀬会長 それでは、ほかに追加の御質問、御意見等はございますか。よろ

しいでしょうか。 

 それでは、諮問第３号は諮問のとおり改正することが適当であるという旨の

答申を行いたいと思います。どうもありがとうございました。 

○山口放送技術課長 どうもありがとうございました。 

 

（２）  日本放送協会に対する令和６年度国際放送等実施要請 

 

○笹瀬会長 それでは、続きまして、諮問の第４号「日本放送協会に対する令

和６年度国際放送等実施要請」につきまして、後白放送政策課企画官から御説

明をよろしくお願いいたします。 

○後白放送政策課企画官 ありがとうございます。放送政策課の後白でござい

ます。こちらは例年この時期に諮問をさせていただいている案件になります。

諮問第４号「日本放送協会に対する令和６年度国際放送等実施要請」について

御説明をさせていただきます。 

 まず、資料１ページを御覧ください。１の諮問の概要でございますけれども、

本件は放送法第６５条第１項の規定に基づく協会に対する令和６年度の国際放
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送等の実施要請を行うにあたりまして、電波監理審議会に諮問させていただく

ものでございます。 

 実施要請の目的でございますけれども、我が国の文化、産業等の事情を海外

へ紹介し、我が国に対する正しい理解を培うことによって、国際親善の増進、

海外との経済交流の発展等を図るとともに、在外邦人に対して必要な情報を提

供することでございます。こうした目的の下で、３の（１）にありますとおり、

放送法第６条第１項におきまして、総務大臣は、協会に対し、放送区域、放送

事項、その他の必要な事項を指定して国際放送を要請することができると規定

されてございます。 

 放送事項としましては、邦人の生命、身体及び財産の保護に係る事項、国の

重要な政策に係る事項、国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項その他の

国の重要事項に限られるとされてございまして、要請をする場合には、協会の

放送番組の編集の自由に配慮しなくてはならないと規定されてございます。 

 また、放送法第６７条第１項におきまして、この要請放送の実施に要する費

用につきましては、国が負担するということにされてございます。 

 次のページに記載しておりますけれども、令和６年度につきましては、ラジ

オ放送は９.６億円、テレビ放送は２６.３億円、合計３５.９億円の交付金を計

上してございます。 

 ここで要請の内容の説明に先立ちまして、協会の行う国際放送について、そ

の概要を御説明いたします。 

 資料の５ページでございます。これはラジオ放送の概要でございます。おお

むね全世界を放送区域といたしまして、使用言語についても日本語や英語を含

めまして、全１８の言語で放送を行っております。放送時間につきましては、

１日当たり延べ７６時間程度の放送となってございます。 

 また、送信施設ですけれども、この地図において、黄色で示しておりますが、
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茨城県にあります短波放送の施設、八俣送信所、こちらから世界に向けて放送

を行っております。世界各地には一部中継局も存在しておりまして、短波に加

えましてＦＭ放送、中波放送でも中継による放送を行っております。 

 資料６ページでございますけれども、こちらはテレビの概要でございます。

放送時間につきましては、外国人向けの放送で原則２４時間、それから邦人向

けで１日５時間の放送を行ってございます。放送区域につきましては、インテ

ルサット衛星や、それぞれの地域衛星によりまして全世界で視聴することが可

能になっております。使用言語は日本語と英語の２言語の放送でございます。 

 衛星の受信環境は２パターンありまして、地図に青色で示しているエリアに

つきましては、一般家庭で使用されている受信機やアンテナを用いて直接受信

することにより視聴が可能でございます。オレンジ色で示しているエリアにつ

きましては、比較的大きなアンテナ、これはインテルサットの電波を受けるア

ンテナが必要でして、ケーブルテレビの再送信やホテルでの受信といったこと

が可能になっております。 

 続きまして、令和６年度の要請の内容について御説明します。資料を戻って

いただきまして３ページに新旧対照表の形で記載をしております。 

 １の放送事項の（１）でございますけれども、放送法に掲げている事項を列

挙しております。（２）におきましては、留意事項といたしまして、令和５年度

までは、北朝鮮による日本人拉致の問題それから新型コロナウイルス感染症に

関する国内の最新の状況に留意することを要請しておりましたけれども、新型

コロナウイルス感染症につきましては、５類への移行を受けまして、令和６年

度からの要請事項から除くこととしております。 

 ２の放送区域でございます。放送区域はおおむね世界中でありまして、その

他の必要な事項といたしまして、協会が実施する通常のラジオ国際放送と一体

として実施することや、八俣送信所や海外の中継局から送信を行うこと等を要
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請してございます。用いる言語は日本語、中国語、朝鮮語とすること、それか

ら偽・誤情報が問題になっていることに留意することを記載しているところで

ございます。 

 偽・誤情報の表記ですけれども、従来、「偽情報・誤情報」としておりました

ところ、総務省での最新の統一的な表現を用いて、「偽・誤情報」という表記の

修正をしてございます。 

 それから新しい要素といたしまして、（９）この要請に応じて行う業務に要し

た費用の内訳を公開することを追加してございます。こちら、７ページでござ

います。これは２月２８日に公表しました公共放送ワーキンググループの第２

次取りまとめの内容でございます。ここに国際放送の在り方ということで、要

請放送の交付金が税金でございますので、その使途の透明性の確保が重要であ

ろうということで、財源の透明性の確保について、どのような方法が考えられ

るか、総務省及びＮＨＫにおいて検討すべきであるというような取りまとめが

なされております。これを受けまして、今回要請事項に追加をいたしまして、

決算の際には費用の公表を求めるということにしたいと思ってございます。 

 それから、また戻って４ページです。テレビ国際放送の要請内容の比較でご

ざいますけれども、これはほぼラジオと同じでございまして、新型コロナウイ

ルス感染症の記載を削除し、偽・誤情報の表現を統一し、費用の内訳の公表を

加えるということで、ラジオと同様の変更を予定しているということでござい

ます。 

 なお、要請日につきましては、諮問のとおり答申いただけましたら、令和６

年４月１日に要請をしたいと考えてございます。 

 本件の説明は以上となります。何卒よろしくお願い申し上げます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、御質問、御意見等を

よろしくお願いいたします。大久保会長代理、いかがでしょうか。 



-14- 

○大久保代理 特にございません。趣旨に賛同いたします。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 私からも特にございません。よろしくお願いします。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 私も特にございませんけれども、１点、費用の透明化というところ

が今回入って、これは非常に重要な今回の御指摘事項でもあって、盛り込まれ

たことについて賛成です。その関係で、国際放送を見る、例えばＮＨＫワール

ドを海外で見るということについて、ケーブルテレビだとか衛星放送に関する

費用というのが関わってくると思うんですけども、最近はインターネットで見

ることも多いと思われますので、そうなってきますと、ケーブルテレビや衛星

放送にかかる費用というのは、暫時減少しているのかと思いますが、その辺り

はどういう状況になっていますでしょうか、という質問でございます。 

○後白放送政策課企画官 ありがとうございます。おっしゃるとおり、今イン

ターネットでの配信に切り替えていくということをＮＨＫで進めてございまし

て、例えば令和６年度予算で申し上げると、国際放送費は、前年度比で４億円

減額になっておりまして、ここはそういった趣旨による効率化が含まれての減

額ということでございます。 

○林委員 分かりました。そういう形で効率的な配信が進められているという

ことで、了解いたしました。どうもありがとうございます。諮問案件について

は賛成いたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。諮問案件自体は賛同いたします。

１点質問ですけれども、業務に要した費用の内訳というのは、粒度というんで

すか、どれぐらいの詳細さといったものをイメージしていればよろしいのかと

いうところをサンプルとしてお伺いいたしたいと思います。 
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○後白放送政策課企画官 ありがとうございます。粒度については今年度の決

算の公表までに、具体的にＮＨＫと一緒に考えていきたいと思ってございます

が、可能な限りの透明化が求められているというところと、一方で、放送法の

規定において、協会の放送番組の編集の自由に配慮しなければならないとあり

ますので、どういう粒度が適切なのか、今後検討していきたいと思ってござい

ます。 

○矢嶋委員 分かりました。 

○後白放送政策課企画官 このような回答で申し訳ございません。 

○矢嶋委員 とんでもないです。放送法の趣旨からきちっと判断されるべきこ

とであると思っておりますので、以上の説明で現時点では特に問題ございませ

ん。ありがとうございます。 

○後白放送政策課企画官 ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。私もこの諮問どおりでいいと思

いますけど、１点だけお伺いいたします。インターネットが普及して、確かに

文章なり映像を見るのは容易だと思いますが、国際放送に関しては、特にラジ

オに関してはかなり多言語化が進んでいるので、インターネットにすると必ず

しも多言語化になるわけではないので、そういう面で言うと、この多言語化と

いうか、ラジオとそれからテレビの国際放送の位置づけというのは、予算的な

ものを含めてどういうふうに取り扱っていく方針でしょうか。 

 多分インターネットが普及していくと徐々に予算が減ってきて、こういう放

送は要らなくなるかもしれませんが、実際ラジオとテレビではかなり意味が違

う、特に言葉の問題ですね。そういうことでどういう対応をされようとされて

いるのかだけお伺いできればありがたいです。 

○後白放送政策課企画官 なかなかお答えが難しいのですが、御趣旨は、多言

語化…。 
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○笹瀬会長 趣旨は、ラジオとテレビの両方で今こういう国際放送をしている

わけですけれども、インターネットが普及して情報を受け取りやすくなるのは

事実ですけども、インターネットの場合は必ずしも言語ではなくて、文章とか

映像ですよね。そういう意味でいうと、ラジオとテレビの位置づけというのが、

これから大きく変わっていくのか、放送を伝えるという面では、どういうふう

にウエートをかけて、総務省として、むしろ国として対応されるようなお考え

なのかを教えていただくとありがたいですけど。 

○後白放送政策課企画官 おっしゃるとおり、メディアの特性による違いはあ

るとは思いますけれども、大前提といたしまして、視聴者の、放送からネット

へのシフトというのは、日本だけではなく、全世界的な潮流だと思ってござい

ます。先ほど林先生から御質問がありましたけれども、ネットへの切替えを順

次進めているところでございます。 

 その過程で、地域によっては、放送の方が普及していたり、その方が効率的

に発信できるとか、地域事情の違いもあると思っておりますので、そういった

それぞれの地域の状況なども含め、ＮＨＫで検討されていると伺っているとこ

ろでございます。お答えになっておりますでしょうか。 

○笹瀬会長 分かりました。どうもありがとうございます。 

 それでは、ほかに御意見、追加の御質問、御意見等はございますか。よろし

いでしょうか。 

 それでは、諮問第４号は諮問のとおり要請することが適当であるという意味

での答申を行いたいと思います。どうもありがとうございました。 

○後白放送政策課企画官 ありがとうございました。 

○笹瀬会長 以上で情報流通行政局の議事を終了いたしますので、情報流通行

政局の職員の方の御退出をお願いいたします。この次は、総合通信基盤局の議

事に入りますので、総合通信基盤局の職員の方に入室するようにお願いいたし
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ます。 

（情報流通行政局職員退室） 

（総合通信基盤局職員入室） 

○笹瀬会長 よろしくお願いします。それでは、議事に先立ちまして、情報通

信基盤局の皆様に御挨拶させていただきます。３月１日で私と長田委員が任期

満了になりまして、それで３月２日に再任されましたので、よろしくお願いい

たします。私は先ほどのこの審議会委員の互選によりまして会長に再任されま

したので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 長田委員も一言御挨拶よろしくお願いします。 

○長田委員 引き続きお世話になります。よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 以上です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

報告事項（総合通信基盤局） 

 

（１）令和５年度電波の利用状況調査（第３号調査：各種無線システムの調査） 

 

○笹瀬会長 それでは、議事を再開いたします。 

 報告事項「令和５年度電波の利用状況調査（第３号調査：各種無線システム

の調査）」につきまして、中村電波政策課長から御説明をよろしくお願いいたし

ます。 

○中村電波政策課長 電波政策課長の中村でございます。それでは、報告事項

ということで、令和５年度電波の利用状況調査、第３号の各種無線システムの

調査について御説明をさせていただきます。 

 お手元の資料を１枚おめくりいただきまして、２ページ目のところに目次が

ございます。この概要本体の資料を使って御説明をさせていただきますが、そ
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のほかに別冊ということで、別冊１、重点調査結果、別冊２、重点調査以外の

調査結果、さらには別冊３、総合通信局等ごとの調査結果ということで準備を

してございますので、適宜御参照いただければと思います。 

 ４ページ目を御覧いただければと思います。まず調査の対象でございます。

令和５年度ですが、７１４ＭＨｚ超が対象となってございます。なお、携帯電

話ですとか全国ＢＷＡ、それから公共業務用の無線局につきましては、本調査

の別途の調査ということで除いているところでございます。 

 この調査の対象でございますが、令和５年４月１日時点で、無線局の数とい

たしましては、約１０５.２万局。免許人の数といたしましては、約１４.９万

者となってございます。 

 調査の方法といたしましては、ＰＡＲＴＮＥＲを使った調査、調査票を使っ

た調査、さらには実際に数局の無線局を選定して電波の強度の計測を行います

電波の発射状況調査、これを実施してございます。 

 ５ページ目を御覧いただければと思います。令和５年度調査のスケジュール

でございます。昨年の８月末を期限といたしまして、免許人から調査票を回収

いたしまして、それから発射状況の調査につきましては、昨年の１１月から１

２月にかけて実際の計測を行って調査結果を取りまとめました。 

 今後でございますが、評価のプロセスに入っていただくことになります。評

価をいただきました結果については、秋頃策定予定の周波数再編アクションプ

ランですとか、あるいは次回、令和７年度の調査の対象システムの選定といっ

たようなことに反映をさせていただく予定でございます。 

 飛びますが、８ページ目から重点調査結果のポイントということで御説明を

させていただきます。今年度の調査におきましては、重点調査の対象システム

といたしまして、２６ＧＨｚ帯のＦＷＡ、それから４０ＧＨｚ帯の映像ＦＰＵ

の２つを選定してございます。これらの周波数帯につきましては、いずれも令
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和７年度末を目途に５Ｇへの割当てを目指しまして、周波数共用といったこと

の検討が行われているというのが選定の背景でございます。 

 ９ページ目、まず、２６ＧＨｚ帯のＦＷＡでございます。このシステムは携

帯電話等の基地局へのエントランス回線、あるいはインターネットサービスの

提供といったことに用いられてございます。無線局のほとんどは携帯電話等の

事業者が運用している中、無線局の数といたしましては、前回の調査から減少

しておりまして、さらには３割ぐらいの免許人の方々から無線局は今後減少予

定という回答を頂戴しているところでございます。 

 携帯電話あるいはインターネットサービスを提供するという使い方ではござ

いますが、約３割、２８.４％につきましては、常時発射ではないということが

確認できました。また、全ての都道府県で利用されているというものではござ

いますが、無線局の数ですとか、使用周波数につきましては地域差がございま

して、３割程度は利用者からの依頼ですとか災害時に利用されているために、

運用区域としては変動するということが分かりました。 

 また、実際に発射状況調査を行ったうちの１局のデータをピックアップいた

しましてシミュレーションの結果、それから実測の結果、これを比較させてい

ただいてございます。結果といたしましては、おおむね同等の結果が得られた

ということが確認できてございますので、今後の共用検討等に役立てていきた

いと考えてございます。 

 １０ページ目を御覧いただければと思います。４０ＧＨｚ帯の映像ＦＰＵで

ございます。このシステムは放送事業者によりまして、放送番組の中継に用い

られるシステムでございます。特に４Ｋあるいは８Ｋなどの高画質映像の中継

に用いられているものでございます。無線局の数といたしましては、９局とい

うことで、前回の調査から横ばいとなってございますが、免許人からは無線局

の数としては増加予定だという回答がございます。 
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 また、常時発射されるような無線局はなくて、特に深夜の通信はありません

でした。都道府県別で見ますと、調査対象の１年間に限りますと、東京都と広

島県で使用されていますが、番組制作等で利用されるために、運用区域として

は変動するというような回答をいただいているところでございます。 

 真ん中にシミュレーション値と実測値の比較がございますが、これを見る限

り、実測値としては、シミュレーション値に比べますと比較的高い値が出てく

るということを確認してございます。これは、シミュレーションは免許状の空

中線電力を基に計算しておりまして、これは平均電力ということで指定されて

ございますが、実測値につきましては、測定時間の中の最大値を掲載している

といったことが原因の一つになっているかとも考えているところでございます。 

 続きまして、１２ページ目でございますが、重点調査以外の調査結果につい

てポイントを御説明させていただきます。 

 まず、７１４ＭＨｚ超の全免許人数でございますが、今年度の調査結果では、

前回の調査から約５,３００者減少しているという傾向でございます。その理

由といたしましては、免許人の数が多いアマチュア無線が減少したことなどが

影響したと考えてございます。 

 また、無線局の数でございますが、前回の調査から約９.４万局増加してござ

います。その大きな理由といたしましては、特に地域ＢＷＡ、この端末が約１

０万局増加したといったことが影響したものと考えてございます。 

 このページ以降では、周波数帯を７つの区分に分けまして、周波数帯ごとに

調査結果をまとめてございます。 

 １３ページ目でございます。最初の区分７１４ＭＨｚから１.４ＧＨｚでご

ざいます。この区分で大半の割合を占めております８００ＭＨｚ帯のデジタル

ＭＣＡ、陸上移動局のほうでございますが、及び１.２ＧＨｚ帯のアマチュア無

線、これらが減少しているということによりまして、区分全体としても、局数
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としては減少傾向にあるというところでございます。 

 また、一番下の参考にございますが、８００ＭＨｚ帯のデジタルＭＣＡにつ

きましては、令和１１年５月末をもってサービスを終了するという発表があっ

たことを踏まえまして、令和３年４月にサービスを開始しました９００ＭＨｚ

帯の高度ＭＣＡという新しいシステムに移行を推進するとされているところで

ございます。８００ＭＨｚ帯のデジタルＭＣＡは局数としては減少している、

また、９００ＭＨｚ帯の高度ＭＣＡについては、４,８００局程度増加している

ということになってございます。 

 １５ページ目を御覧いただければと思います。１.４ＧＨｚから３.４ＧＨｚ

の周波数帯でございます。この区分におきましては、特に地域ＢＷＡの基地局

が３割程度増加しておりまして、それに伴って陸上移動局、端末のほうも６割

以上増加している、大きな増加が見られるということでございます。地域ＢＷ

Ａはこの周波数区分の４割以上を占めるに至ってございますので、この区分全

体としましても、無線局の数としては増加傾向にあるというところでございま

す。 

 １６ページ目でございますが、調査票調査結果のポイントも簡単に御紹介を

させていただきます。２つ目のところ、地域ＢＷＡの基地局につきましては、

アクションプランにおいても用途の拡大の検討をするとされていることもござ

いまして、無線局の数としては、前回から１,６００局近く増加をしています。

また、今後３年間でも免許人全体の６割ぐらいの方々から無線局の数としては

増加する予定であるというような回答をいただいているところでございます。 

 １７ページ目、次の周波数区分３.４ＧＨｚから８.５ＧＨｚでございます。

こちらにつきましては、ローカル５Ｇの基地局が６９１局と大きく増加してお

りまして、それに伴って陸上移動局のほうも１,４７７局と大きく増加してご

ざいます。また、先ほどアマチュア無線が減少しているという説明をさせてい
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ただきましたが、この５ＧＨｚ帯のアマチュア無線につきましては、１５％程

度増加している。さらには、５.７ＧＨｚ帯の無人移動体画像伝送システム、こ

れが５０％以上増加をしているといったことも影響してございまして、この周

波数区分全体としては増加傾向にあるいうところでございます。 

 一方で、この区分において最も無線局の多い５ＧＨｚ帯の無線アクセスシス

テム、こちらは登録局でございますが、これについては今後この周波数帯を５

Ｇに割り当てるというような計画もございますので、無線局の数、既存のこの

ＦＷＡの無線局の数としては９.２％減少しているという結果が得られている

ところでございます。 

 飛んで、恐縮でございますが、２１ページ目を御覧いただければと思います。

次の周波数区分、１３.２５ＧＨｚから２３.６ＧＨｚ帯でございます。この区

分において大半の割合を占めてございます衛星のアップリンク、これはＫｕバ

ンドのものでございますが、これが４６％程度増加していることから、この周

波数区分においては全体の傾向としては増加傾向にございます。このシステム

には、衛星コンステレーションによりますブロードバンド衛星通信サービスと

いうものも含まれてございます。 

 次のページ、２２ページ目でございますが、１つ目の矢羽根のポイントにご

ざいますが、１８ＧＨｚ帯の公共用小容量固定、それから２つ目の１８ＧＨｚ

帯電気通信業務（エントランス）、これらにつきましては、いずれもこの周波数

帯については、移動体向けブロードバンド衛星通信システム、ＥＳＩＭと呼ば

れてございますが、この周波数の拡張に向けまして、既存の無線システムとの

周波数共用に向けた技術的条件の検討を行うとされてございます。この既存の

公共用小容量ですとか電気通信業務、これは既存の無線システムということに

相当するというところでございます。いずれも今後３年間で無線局の数として

は減少していく見込みだというような回答が得られているところでございます。 
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 ２３ページ目を御覧いただければと思います。２３.６ＧＨｚから３６ＧＨ

ｚの周波数帯でございます。この区分で大半の割合を占めてございます、先ほ

ども御説明しました２６ＧＨｚ帯のＦＷＡ、これについては局数としては減少

している一方で、ローカル５Ｇが増加している。特にこの端末も４００局以上

増加しているということで、区分全体としては無線局の数は増加傾向にあると

いうところでございます。 

 ２５ページ目でございます。３６ＧＨｚ超の周波数帯でございますが、特に

この周波数区分の３割ぐらいを占めます８０ＧＨｚ帯の高速無線伝送システム、

これが増加していたりですとか、あるいは４０ＧＨｚ帯の駅のホームの画像伝

送システム、これも３割程度増加するという背景もございまして、周波数区分

全体としては増加傾向にあるところでございます。 

 周波数区分ごとの調査結果についてのポイントは以上でございますが、これ

らの無線局の分布が総務省の総合通信局ごと、地域ごとに見るとどういった特

徴を持っているのかということにつきましては、別冊３で御紹介させていただ

いてございます。 

 駆け足で大変恐縮でございますが、当方からの説明は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に

関しまして御質問、御意見よろしくお願いいたします。大久保会長代理、いか

がでしょうか。 

○大久保代理 詳細な御説明ありがとうございました。全般としては特にござ

いません。例えば９ページ目の２６ＧＨｚ帯のＦＷＡで、ここには光ケーブル

を引く事が難しい基地局や、山間地域でのブロードバンドサービスの提供とい

うことが例示してありますが、このようなところが、例えば、今後は３割程度

が無線局減少予定というような記載になっています。この辺りは、改めて今後
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の評価ということかと存じますが、政策課題や政策の方向性など、そのような

ところから見て、特段問題ないと思われているのか、それとも施策の遂行とい

うことから考えて、斯様な傾向には問題ありという部分が幾つかあるのか。こ

れからの評価ということになるわけですけれども、今現在のお考えがあればお

聞きしたいと思います。以上です。 

○中村電波政策課長 ありがとうございます。今御指摘を頂戴いたしましたが、

この周波数帯、２６ＧＨｚ帯につきましては、まず、今後５Ｇ、携帯電話をこ

の周波数帯に導入したらどうかということが考えられており、そういった予定

も発表してございますので、無線局の数としては少し減少傾向にあるかと思っ

てございます。 

 他方で、既存の局といたしましては、５,５００局程度がまだ残って運用して

いるということもございますし、一定のニーズはあるだろうとも理解をしてご

ざいますので、直ちにこういった方々にどいていただくということが本当に可

能かどうかといった検証はきちんと進めていく必要があろうかと思ってござい

ますし、場合によっては周波数を共用するような技術が実現できないのかどう

かといったことも含めて、これから検討していく必要があろうかと思ってござ

います。 

 いずれにしましても、既存の方々には、なるべく迷惑のかからないような形

で周波数の共用、高度な利用といったようなことが進められればと考えてござ

います。 

○大久保代理 分かりました。ありがとうございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 ありがとうございます。特に大きな意見があるわけじゃないんで

すけれども、ローカル５Ｇの利用が少し増えてきているというのはよかったと

思っています。あとはまた部会の皆さんに評価していただければと思います。
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ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 詳細な御説明ありがとうございました。１点、１２ページの７１４

ＭＨｚ超の全体の調査結果でございますが、ここにもございますように、アマ

チュア無線の免許人の数が有意に減少しているということについてですけれど

も、アマチュア無線については、これまでもその活性化のために様々な施策を

打っていただいているわけでございまして、それについて大変ありがたいと思

っております。ただ全体の傾向としては、アマチュア無線愛好家の高齢化であ

るとか、それに伴う愛好家の数自体の減少傾向というのは今後も続くのではな

いかと思われます。こういった傾向に対応するために、周波数の有効利用、あ

るいは電波の能率的な利用という観点から、今すぐどうこうというわけではご

ざいませんけれども、その割当帯域の効率的な利用という観点から、将来的な

共用であるとか、あるいは先ほどおっしゃっていた高度な利用も含めて、周波

数利用の在り方について、いろいろ御検討なり、あるいはシミュレーションを

していただきたく、将来の施策のいわば露払い的なことを今の段階から準備を

していただければありがたいと思っております。以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。よろしいでしょうか。 

○中村電波政策課長 ちょっとだけ説明を補足させていただきます。アマチュ

ア無線につきましては、昨年も制度改正を行いまして、例えばアマチュア局の

開設・運用までの期間を大幅に短縮できるような制度見直しですとか、あるい

はアマチュア無線の体験をしやすくできるような制度の見直しといったような

ことを行ってございます。 

 また加えて、アマチュア無線の入門編といえるような、第４級アマチュア無

線技士の免許、これは実は令和５年は前年度に比べて増えている、この入門編

の部分は２割近く増えているといった傾向も少し見られているというところで
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ございますので、これから少しずつ持ち直してくる部分もあろうかと思ってご

ざいますし、よく動向を見ながら、今後のアマチュア無線用の周波数割当です

とか、その辺については考えてまいりたいと思ってございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。矢嶋委員いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 今回の利用状況の調査につきましては、適切に調査していただい

ていると思いますので、特に何か懸念を持っているところはございません。林

委員もおっしゃっていますとおり、大きく変化しているところ、ないしは懸念

が見られるところにつきましては、先取りする形で対応は求められるかと思い

ますので、また、何かある都度、審議会にお諮りいただければと思います。以

上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。よろしいでしょうか。コメント

等ございますか。 

○中村電波政策課長 承知いたしました。ありがとうございます。 

○笹瀬会長 それでは、私から。非常に詳細な調査をありがとうございました。

１点お伺いいたします。この後、有効利用評価部会でよく検討を行うわけです

けども、特に今回の調査結果から見て、このようなところが次回の重点調査に

なるだろうというのが、もし現段階で候補があるようであれば少し教えていた

だくとありがたいです。 

○中村電波政策課長 ありがとうございます。まさしくこれから部会の先生た

ちとも御相談をさせていただければと思いますが、大きなトレンドという意味

では、５Ｇの候補周波数帯ということで国際的に議論が行われているような周

波数帯、あるいは、これからの大きなトレンドになってくると思います衛星の

通信システム、特に衛星コンステレーションと呼ばれる通信システム、これが

どういった周波数帯で使われていくのかといったあたりの動向もよく見ながら、

どこを本当に重点的に調査する必要があるのかといった見極めを行っていけれ
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ばと考えてございます。よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。国際協調が非常に重要な点にな

ると思います。特に携帯電話、それから無線ＬＡＮとは、周波数をうまく共通

にしないと使い勝手が悪いと。それから衛星に関しては低軌道衛星も増えてき

ていますので、そういう面でそういう周波数のどこを割り当てるかということ

に関しては、既存のシステムとの共用は結構難しいと思うので、共用するにし

ても、うまくできるような仕組みをあらかじめ考えなければいけないので、ぜ

ひよろしくお願いいたします。そういう意味で、有効利用評価部会のほうに早

めにこういうところが重点だということを御提案いただくと、多分その評価の

検討がしやすくなると思いますので、よろしくお願いします。 

 林委員もどうぞよろしくお願いいたします。 

○林委員 まさにおっしゃるとおりでございますので、引き続き、連携しなが

ら、有効利用評価に努めてまいりたいというふうに私も思っております。よろ

しくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうもよろしくお願いいたします。 

 それでは、本報告を受けましたので、今後、有効利用評価部会におきまして、

評価の検討をお願いできればと思います。林部会長、どうぞよろしくお願いい

たします。 

○林委員 よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 また、電波監理審議会がこの有効利用評価を実施し公表するまで

の間、審議内容につきましては慎重に取り扱う必要があると思いますので、本

報告に関する議事録は評価後に公表させていただきたいと思いますけど、それ

でよろしいでしょうか。 

○林委員 異存ございません。 

○笹瀬会長 それでは、本報告事項につきましては、終了後に公表ということ
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にしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。どうもありがとうご

ざいました。 

○中村電波政策課長 ありがとうございました。 

 

（２）令和５年度電波の利用状況調査（第２号調査：公共業務用無線局の調査） 

 

○笹瀬会長 それでは、引き続きまして、報告事項の令和５年度電波の利用状

況調査の第２号調査、これは公共業務用の無線局の調査につきまして、これは

中川重要無線室長から御説明よろしくお願いいたします。 

○中川重要無線室長 中川でございます。よろしくお願いいたします。 

 ファイルは３つございます。公共業務用の無線局の調査結果の報告書本体な

どもありますが、今日の御説明は調査結果概要からさせていただきます。 

 ４ページ目からご説明します。先ほど利用状況調査の説明もあったと思いま

すので、詳細は割愛させていただきますが、公共業務用の無線局について、中

ほど少し上に赤い文字で記載していますように、こちらは毎年省令に基づいて

行うことになっていまして、省令に基づく調査としては今年度が初めて、最初

の調査になっております。 

 そして、スライドの５ページ目を御覧ください。上から調査対象、調査対象

無線局、調査方法と書いていますが、調査対象としましては公共業務用の無線

局のうちデジタル変革時代の電波政策懇談会、これは令和２年、３年に、２０

２０年、２１年の議論で行われたもので、この中で検討対象となった国のシス

テムが計３１システムございます。 

 そのうちの９システムがほかの用途、無線ＬＡＮであったりとか携帯電話で

等のほかの用途での需要が顕在化している周波数を使用するシステムが９シス

テム、残りの差引き２２システムが、アナログ方式を用いるシステムというこ
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とで、この３１システムが対象となっています。 

 その下、調査対象無線局の免許人数は３４者ということで、また、さらに無

線局数は１万８,０９３局になっています。この無線局について、調査方法に記

載させてもらっておりますＰＡＲＴＮＥＲ調査と調査票調査を実施しています。

電波の発生状況調査については重点調査のものになりますので、こちらは実施

していません。 

 ６ページ目はスケジュールです。今日、３月の電監審というところですが、

令和５年度の調査の有効利用評価部会、また電波監理審議会の親会で評価手続

がこれから始まってくることになり、その後大体６月、７月ぐらいに、紫の矢

印が出ているかと思いますけども、令和６年度の調査に反映していきます。そ

のようなスケジュールで進めようと思ってございます。 

 ７ページ目はこのＰＡＲＴＮＥＲ調査と調査票調査はこういうことをやって

いますという対応関係ですので御参考にしていただければと思います。 

 ８ページ以降が調査結果の概要をまとめたものですが、その中でも９ページ

の表が全体を１枚にまとめたものになります。少し情報量の多いページでござ

いますけれども、これが一番まとまっているというところですので、こちらを

中心に説明させていただこうと思います。 

 この９ページ以降は、それぞれのシステムが３１あるとお伝えいたしました

けれども、それぞれが１スライドずつ掲載されています。この９ページの表は

左から電波利用システム名、その右側が取組の方向性ということで、廃止をし

たり、周波数を共用したり、またデジタル化をするというような方向性が書い

てあります。 

 その右でございますが、それぞれの電波利用システムの免許人数、そして、

その右に無線局数が、それぞれ令和４年、５年の数が書かれていて、増減が、

例えば増減なしなのか、どれぐらい減少したのかというようなことがここに書
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かれているということです。一番右はページ番号を記しております。それぞれ

のシステムについてスライドの何ページに書いてあるというのが書かれている

ところになります。 

 総じて見てみますと、免許人数は、令和４年度から５年度を上から下まで足

していきますと、令和４年と比べて１５％減少、つまり６者減ということにな

っています。表の中で赤く記してあるものが、免許人数としてはゼロになった

ものということですけども、それ以外に防災相互波というのが４者から３者に

なって１減っておりますので、全部足しますと６者減っているということでし

た。 

 また、その右の無線局数の列も同様に令和４年と５年を上から順に足してい

って比べてみますと、約１,０８５局減少しているということで、５.７％減と

いう状況でございました。 

 例えば警察庁で利用しておりました４０ＧＨｚ帯の画像伝送は固定多重回線

へ移行しておりまして、廃止になっているということです。その下の４０ＧＨ

ｚ帯の公共・一般業務（中継系）は、１８ＧＨｚ帯のＦＷＡの固定無線アクセ

スに移行しています。 

 

 

 

 

 

 

 飛びまして、真ん中より下ぐらいですけれども、内閣府が利用していた中央

防災（１５０ＭＨｚ）は、４００ＭＨｚ帯のデジタル方式の無線機を代替とし

て利用するということで、無線局としてはなくなったため、数はゼロとなって

【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】 
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います。 

 

 

 

 

 

 

 その他各システムの詳細を１枚ずつ、１１ページ以降つけてございますので、

御参照を賜れればと思います。 

説明は以上です。ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御説明に

関しまして、御質問、御意見ございますか。大久保会長代理、いかがでしょう

か。 

○大久保代理 御説明ありがとうございました。私のほうは特段ございません。

ありがとうございました。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 ありがとうございます。検討中みたいなものが並んでいたときも

あったと思いますので、大分進んできたなという感想を持ちました。以上です。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。林委員、いかがでしょうか。 

○林委員 御説明ありがとうございます。私も特にございません。取りまとめ

ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。私からも特段ございません。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。私から1点だけお伺いします。９ページの

表にあるように、かなり進んでいるように思われるわけですけども、これは総

【電波監理審議会決定第２号に基づき、内容の公表を控えます。】 
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務省が検討していたとおり順調に進んでいるという理解でよろしいですか。 

○中川重要無線室長 順調ということだと思ってはおります。方向性としては、

廃止、また周波数移行、デジタル化ということを省として、組織としては進め

ていければと思ってございますので、初年度の調査ということでありましたけ

れども、まずは最初のスタートとしては、順当なスタートが切れたかと思って

ございます。 

 そういう意味では周波数移行とかデジタル化をしても、その後使う人がいな

いということでありましたら、あまり無理強いして全てを移行したりデジタル

化したりということはどうかという議論もまた別途あると思いますので、組織

としては、デジタル化とか周波数移行を進めてはいく方向ではありつつも、実

際のユーザー、用途、また担っている責務とか、そういうところに応じてバラ

ンスよく進めていければと思ってございます。 

 回答になっていますでしょうか。以上でございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。実際の５Ｇにしても、今まではど

ちらかというと、スライシングの技術があまり導入していなかったので、これ

からスライシングとかセキュリティーがしっかりできるようになると、５Ｇを

うまく使って、セキュリティーがしっかりしたシステムもつくれるという気も

しますので、そういう面では５Ｇ、もしくはローカル５Ｇをうまく利用して、

こういうシステムを徐々に、なるべく同じようなシステムも使えるほうが多分

コスト的にも効率的にもいいと思いますので、ぜひよろしく御検討よろしくお

願いいたします。 

○中川重要無線室長 ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、本件に関しましても、今後、有効利用評価部会において評価案の

検討をお願いしたいと思いますので、林部会長、どうぞよろしくお願いいたし
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ます。 

○林委員 こちらこそよろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 また、先ほどお話しましたように、本件につきましても電波監理

審議会が有効利用の評価を実施して公表するまでの間、審議内容に関しまして

は慎重に取り扱う必要があるということから、本報告に関する議事録は評価後

に公表ということでよろしいでしょうか。 

○大久保代理 結構です。 

○長田委員 結構です。 

○笹瀬会長 それでは、報告事項につきましては、この議事録に関しては評価

後に公表ということで、本報告事項につきましてはこれで終了したいと思いま

す。どうもありがとうございました。 

 それでは、次の議事に移ります。次は有効利用評価の審議に入りますので、

出席されない職員の方は御退出よろしくお願いいたします。 

（総合通信基盤局（一部）退室） 

 

審議事項 

 

（１）令和５年度携帯電話及び全国ＢＷＡに係る電波の有効利用の程度の評価

結果案 

 

○笹瀬会長 それでは、議事を再開いたします。 

 本日は、審議会より総務省総合通信基盤局の同席を求めておりまして、今川

総合通信基盤局長、それから荻原電波部長、それから中村電波政策課長、それ

から入江移動通信企画官に同席いただいております。私から指名した場合や、

委員からの求めがあった場合に関しましては、総務省から補足的な説明を行っ
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ていただきますようよろしくお願いいたします。 

 それでは、「令和５年度携帯電話及び全国ＢＷＡにかかる電波の有効利用の

程度の評価結果」につきまして、審議を行いたいと思います。本評価結果につ

きましては、１月１０日から２月８日までの間、意見募集を行いまして、提出

された意見の取りまとめ及び意見に対する当審議会の考え方の案につきまして、

部会において対応いただきました。 

 それでは、林部会長から、今の件に関しまして御説明どうぞよろしくお願い

いたします。 

○林委員 有効利用評価部会長の林でございます。それでは、早速ではござい

ますが、審議資料１の資料１を御覧いただければと存じます。 

 令和５年度の携帯電話等の評価結果案につきましては、意見募集の結果、計

１１件、内訳といたしましては、法人８件、個人３件からそれぞれ意見の提出

がございました。 

 表に電波監理審議会の考え方の案をお示ししてございます。これは２月２９

日開催の部会において、提出された御意見を踏まえまして検討を行ったもので

ございます。意見の内容、電波監理審議会の考え方案につきましては、事務局

から御説明をお願したいと思います。それでは、よろしくお願いいたします。 

○宮良幹事 有効利用評価部会事務局の宮良でございます。それでは、資料に

沿って御説明申し上げます。 

 全体といたしましては、賛同の御意見も多く頂戴いたしまして、それらに対

する考え方案といたしましては、賛同意見として承るとしてございまして、本

日につきましては、御賛同の意見以外につきまして、御意見の内容の概要と考

え方の案につきまして御説明を申し上げます。 

 まず、１ページ目、Ｎｏ.１のＮＴＴドコモからの御意見でございます。前段

は賛同の御意見でございます。中段でございますが、電波の有効利用の評価に
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おいては、カバー率に係る評価だけではなくて、ニーズに応じたエリア展開な

どを加味した評価の検討を希望するという御意見、後段につきましては、利用

状況調査の簡素化の検討を希望するという御意見でございます。 

 この御意見の右側の欄に考え方の案をお示ししてございますけれども、前段

は賛同意見として承っておりまして、中段に関しましては、評価の在り方につ

いては、利用実態や技術の進展等を踏まえ、適時適切に検討を行うとしてござ

います。後段につきましては、利用状況調査に関する御意見ですので、総務省

において検討されるものと考えますといった内容としております。 

 続きまして、２ページ目でございます。Ｎｏ.３、エリクソン・ジャパンから

の御意見でございます。前段につきましては、基地局のスリープ機能の技術の

導入を推奨する評価の検討も必要ではないかとの御意見、後段につきましては、

周波数帯ごとの評価についてシステム全体としての効率改善を抑制しないよう

な評価が行われることが必要といった御意見でございます。 

 考え方案といたしましては、前段のスリープ機能につきましては、評価結果

案の各論におきまして、利用者の接続面での利便性を損なうことなく省電力化

を図っており、そのような社会課題解決に資する取組は理解するとしていると

いう点、「一方で」といたしまして、電波の有効利用の観点からは、割り当てら

れた周波数帯を最大限活用することが必要と考え、有効利用評価方針において、

通信量につきましては、帯域別トラヒックが前年度実績値以上か未満かの評価

基準を設けている旨を記載してございます。後段の御意見につきましては、調

査区分の周波数帯ごとに評価を行っているとしてございます。 

 最後の段落でございますが、評価の在り方については、いただいた御意見や、

利用実態等を踏まえ、適時適切に検討を行ってまいるとしてございます。 

 続きまして、Ｎｏ.５でございます。ＮＴＴドコモから、こちらも基地局のス

リープ機能に係る御意見で、省電力化等の取組を加味した評価を希望する御意



-36- 

見でございます。こちらの考え方につきましては、Ｎｏ.３の前段の御意見と同

様ですので、同様な考え方案としてございます。 

 次の３ページ目でございます。Ｎｏ.７、エリクソン・ジャパンより、３.７

ＧＨｚ帯につきまして、衛星との干渉を早期に緩和するための施策も必要と考

えるとの御意見でございます。考え方案といたしましては、総務省において今

後の施策の参考としていただきたいと考えるとしてございます。 

 Ｎｏ.９以降でございますが、ここから評価結果案における今後の有効利用

評価に向けた検討課題の項目に対する御意見を多く頂戴してございます。 

 Ｎｏ.９につきましては、ソフトバンク／Wireless City Planningより、全

般的な御意見といたしまして、開設指針などの考え方との整合性などの観点を

考慮しつつ、評価基準の継続的な見直しが重要であり、今回の評価結果案の評

価基準を検討する際にも考慮してほしいといったような御意見でございます。

こちらの考え方につきましては、有効利用評価方針の改定案の検討の参考とさ

せていただくとしてございます。 

 続いて４ページ目でございます。Ｎｏ.１０から１３までは、５Ｇ導入開設指

針にかかる周波数帯の評価に関する御意見でございます。Ｎｏ.１０、ＮＴＴド

コモからの後段の御意見でございますけれども、こちらは、評価基準を見直す

時期については事業者の進捗状況等を踏まえて検討を希望するといった御意見

でございます。 

 こちらは、評価結果案におきましては、Ｓｕｂ６につきましては、当面は基

盤の展開の程度で評価していき、将来的にはカバー率に評価を見直していく方

向性をお示しいただいているところ、考え方案といたしまして、後段部分でご

ざいますが、評価結果案にも記載しているとおり、Ｓｕｂ６のエリアカバレッ

ジについては、毎年度カバー率の進捗を注視しつつ、適切なタイミングで評価

基準を見直す方向で検討を行っていく予定としてございます。 
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 続いてＮｏ.１２、ＪＴＯＷＥＲからの御意見です。なお書きの部分の御意見

ですが、中段あたりの「例えば」というところでございますけれども、例えば

５Ｇ周波数帯域については、ユーザーが密集する高トラヒック領域への展開度

合いなどを用いた利用者視点での評価も考えられるのではないかという御意見

でございます。考え方案といたしましては、こちらも有効利用評価方針の改定

案の検討の参考とさせていただくとしてございます。 

 続いて、５ページ目を御覧ください。Ｎｏ.１４から１６までは、ＳＡに係る

評価に関する御意見でございます。このＳＡにつきましては、評価結果案にお

きまして、ＳＡを技術導入状況の評価に加える方向で、有効利用評価方針の改

定案の検討を行うとしているところでございます。 

 まずＮｏ.１４、ＮＴＴドコモからは、ＳＡにつきましては、当面の間は展開

状況を注視して、モニタリング指標とすることを希望するとの御意見でござい

ます。考え方につきましては、こちらも改定案の検討の参考としてございます。 

 続いて、Ｎｏ.１６、楽天モバイルからは、ＳＡについて、ＣＡですとかＭＩ

ＭＯ、ＱＡＭなどに加えて総合的に評価されることを希望との御意見で、考え

方案につきましては、こちらも同様、改定案の検討の参考としてございます。 

 Ｎｏ.１７、１８は３Ｇに係る評価への御意見でございます。Ｎｏ.１７、Ｎ

ＴＴドコモからは、前段は賛同の御意見でございますが、後段につきまして、

移行計画を提出することについて、計画策定後、社会環境等の変化に応じて柔

軟に見直しできるなど、割り当てられた周波数をより効率的に利用できること

を希望するとの御意見でございます。考え方につきまして、後段につきまして

も、こちらも同様の改定案の検討の参考としてございます。 

 続きまして、６ページ目を御覧ください。Ｎｏ.２１、ＪＴＯＷＥＲからの御

意見で、後段のなお書きの御意見でございますが、こちらはインフラシェアリ

ングの定性評価の今後の評価の在り方の検討の際には、インフラシェアリング
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事業者側への聴取の機会の設定も考えられるのではないかという御意見でござ

います。 

 続いてＮｏ.２２、楽天モバイルから後段の御意見として、４Ｇのインフラシ

ェアリングも評価いただきたいとの御意見でございます。これらの考え方案で

ございますが、Ｎｏ.２１、２２とも、評価の在り方の検討の参考とさせていた

だくとしてございます。 

 続いて、その他の御意見でございますが、Ｎｏ.２４でございます。カバー率

につきまして、実態との乖離状況について調査いただきたいとの御意見でござ

います。こちらの考え方案といたしましては、評価結果案の今後の検討課題①

人口カバレッジに係る指標に記載のとおりといたしまして、総務省に対して諸

外国の事例等について調査を要請しており、当該調査結果も踏まえ、必要な検

討を行っていく予定としてございます。 

 １つ戻りますが、Ｎｏ.２３は割当てに関する御意見、最後の７ページ目のＮ

ｏ.２５につきましては、電波の安全性に係る御意見ですので、考え方案といた

しましては本意見募集の対象外としてございます。 

 事務局からの説明は以上でございまして、林部会長へお返し申し上げます。 

○林委員 御説明ありがとうございました。部会からの説明は以上でございま

して、御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。宮良さん、どうも丁寧な御説明

どうもありがとうございます。林部会長もどうもありがとうございました。そ

れでは、ただいまの御説明に関しまして、各委員の方から御質問、御意見はご

ざいますか。大久保会長代理、いかがでしょうか。 

○大久保代理 詳細な御説明ありがとうございました。私も特に大きなところ

はございません。提出された意見をいろいろ見ていくと、それは各社それぞれ

の事情の中で、もう少しこういうところは詳細に勘案して欲しいという様に見



-39- 

受けられます。これを繰り返しやっていくと、調査内容がどんどん詳細になっ

ていくというところがあり、それはそれで今後どう対処していくかという点は

検討事項だと考えます。以上です。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。林部会長、何か御説明あります

か。 

○林委員 コメントいただきまして、ありがとうございます。御指摘の点も踏

まえまして、電波の能率的な利用の観点から検討してまいりたいと思います。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。長田委員、いかがでしょうか。 

○長田委員 長田です。ありがとうございます。林先生、笹瀬先生の下、部会

の皆さんが本当に丁寧に御検討いただいているというのを傍聴させていただい

て、分かっておりますので、今回特に意見はございません。ありがとうござい

ます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 御説明ありがとうございます。基本的に何か異論があるわけでは

ないんですけれども、１点だけ。この提出された意見に対する考え方の案のと

ころですけれども、全般というところでは１番目のドコモの御意見に関して、

中段については、適時適切に検討を行ってまいりますということで、読み方と

しては、社会課題の取組等を加味した評価についての検討を希望するものに対

して、適時適切に検討を行ってまいりますという回答になっているという理解

です。 

 そういたしますと、３番目のエリクソン・ジャパンの、こういった基地局ス

リーブ機能の技術導入の推奨とか、それから５番目のドコモのカーボンニュー

トラル等の取組を加味した評価となるような基準について検討いただきたいと

いう要請についても、同じくこれも社会課題の解決に資する取組とか、そうい

ったものになると思うんですが、これについては単に理解するというふうにな
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っているところが、この総論での回答案とやや一致しないかという気もしてお

りまして。 

 社会問題解決に資する取組というのは、直ちに何かすぐどうこうということ

ではないにしても、今後の利用評価部会においては、検討はしていくという理

解でいたんですけれども、この点は単に理解するというのでとどめておくこと

だけでよろしいのかという点を、気になりまして質問させていただきました。 

○笹瀬会長 ありがとうございます。これに関しましては、林部会長もしくは

事務局から何か御対応について御意見、御説明はございますか。 

○林委員 ありがとうございます。後ほど事務局に補足をいただければと思い

ますけれども、矢嶋先生、どうも御質問ありがとうございました。おっしゃる

とおりでございまして、そういう社会課題に資する取組というのは理解すると

いうことでありますけれども、理解しつつ、一方で、我々のミッションの一丁

目一番地は電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数を最大限活用し

ているかどうかということで評価するものでございまして、その辺りは兼ね合

いが難しいところがあるんですけれども、この事業者の御意見も非常に建設的

な御意見でございますので、今後部会でその辺りの議論を深められたらと思っ

ているところでございますが、事務局で補足をお願いできればと存じます。 

○宮良幹事 事務局の宮良でございます。今、林先生から御回答がございまし

たとおり、部会でも引き続き適時適切な検討は行っていくような方向性になろ

うかと思っております。この点につきましては、２ページ目のＮｏ.３のエリク

ソン・ジャパンの考え方案の最後のパラグラフでございますけれども、同様に

評価の在り方につきましては、いただいた御意見ですとか利用実態等を踏まえ

て適時適切に検討を行ってまいるとの記載、Ｎｏ.５の考え方案へも記載して

いただいているところですので、適時適切な形で社会解決課題への取組の観点

につきましては、部会での御議論を継続的にいただくような方向性になろうか
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と考えております。以上でございます。 

○矢嶋委員 ありがとうございます。３番と５番の両方の指摘に対して、最後

の箇所の文章によって、それらを受け止めているということと理解いたしまし

た。私からは追加の意見はございません。どうもありがとうございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございました。ほかに何か御意見、御質問ござ

いますか。よろしいでしょうか。 

では、当審議会の考え方につきましては、原案どおり決定したいと思います。

決定した本評価結果については、電波法の第２６条の３第４項に従いまして、

まず総務大臣に御報告をして、それから本結果及び意見募集の提出意見に対す

る考え方につきましては、この審議会終了後に公表したいと思いますので、資

料の公表に関しましては事務局で御対応をどうぞよろしくお願いいたします。 

○宮良幹事 承知いたしました。事務局で対応させていただきます。 

○笹瀬会長 特に林委員、部会に関してまとめていただいてありがとうござい

ました。各部会の専門委員の方も非常に熱心に議論していただきまして、非常

にありがとうございます。また、今回に関しましては、大久保会長代理、長田

委員、矢嶋委員におかれましても、御指摘、御意見をいただきまして、どうも

ありがとうございます。 

 それでは、本件に関しましては、本審議事項に関してはこれで終了したいと

思います。よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。 

 

（２）有効利用評価方針改定案 

 

○笹瀬会長 それでは、引き続きまして「審議事項の有効利用評価方針改定案」

につきまして、これも林部会長から御説明よろしくお願いいたします。 

○林委員 有効利用評価部会長の林でございます。引き続きまして、審議資料
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２の資料１に基づきまして御説明をさせていただきます。 

 有効利用評価方針の改定案につきましては、１月１９日及び２月２９日に開

催いたしました計２回の部会におきまして検討を行ったところでございます。 

 表紙をおめくりいただきまして、２ページを御覧ください。表に示してござ

います①から⑧までの課題につきまして、先ほどの審議事項、令和５年度携帯

電話等の有効利用評価結果に記載の今後の検討課題を一覧として示したもので

ございます。 

 資料の下の矢印のところ、四角の１つ目でございますけれども、①と⑥は総

務省への要請事項でございまして、⑦と⑧は部会における検討の結果としまし

て、次年度の事業者ヒアリングにより詳細な実態等を把握するということとい

たしております。 

 ２つ目の四角でございます。これにつきまして、②から⑤まで新たにローマ

数字のⅠからⅣと番号を振り直しましてございますけれども、この４項目、そ

して「加えて」といたしまして、安全・信頼性に係る規定の整備を行うという

ことといたしまして、これをローマ数字のⅤといたしまして、計５項目につい

て、本日、有効利用評価方針の改定の考え方と改定内容につきまして御説明を

差し上げたいと思います。 

 次の３ページを御覧いただければと存じます。まず、ローマ数字のⅠの５Ｇ

導入開設指針に係る周波数帯の評価でございます。上の青色の表の部分に検討

課題の概要を示してございます。５Ｇの導入の開設指針に係る周波数帯は、本

年４月に認定の有効期間が満了するものでございますけれども、満了後の評価

としまして赤字としております。Ｓｕｂ６につきましては、実績評価において

は周波数帯ごとの５Ｇの基盤の展開の程度、進捗評価においては、人口カバー

率と面積カバー率を用いる方向で改定案の検討を行うと、そういう検討課題で

ございます。 
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 下側の表は、左側に現行の評価方針、右側に改定案を示してございます。右

側の改定案でございますけれども、項目４の基盤展開率、これを御覧いただけ

ればと存じます。改定の考え方といたしましては、Ｓｕｂ６は衛星地球局の干

渉などによりまして、有効期間満了時点で人口カバー率が５０％に満たない、

こういう見込みでございますために、当面の間は基盤展開率による評価を行う

ことにいたしまして、カバー率による評価を行わないとしてございます。 

 ＳＳからＤの基準値につきましては、５Ｇ導入開設指針における基盤展開率

の絶対審査基準が５０％以上とございますので、それと現行のカバー率におけ

るパーセントの基準値を踏まえまして基準値を設定しております。さきの審議

事項におけるソフトバンクからの御意見で、開設指針の考え方を踏まえた基準

値を希望するという意見に沿った形となっているものと承知をいたしておりま

す。 

 次の４ページを御覧いただければと存じます。Ｓｕｂ６の進捗評価の改正案

でございます。右側２項目の改定の考え方でございますけれども、Ｓｕｂ６は

さらなる基地局の展開やカバー率の拡大を期待するということで、既存の基準

を適用せずに、Ｂ評価を前年度実績値以上とし、Ｓ及びＡ評価は過去の統計デ

ータを踏まえた基準値としてございます。 

 ５ページを御覧ください。このページはミリ波の実績評価です。上の表の検

討課題の赤字の部分でございますけれども、スポット的に利用されるミリ波の

評価基準は、実績及び進捗評価において基地局数を用いる方向としてございま

した。下の表、右側の改定案を御覧いただければと思います。新たにミリ波の

項目を追加いたしまして、項目１つ目の電気通信業務用基地局の数につきまし

ては、今後もスポット的に基地局の整備を進めていくということが期待される

ところでございまして、この点、各社の間の競争を促すという観点から、Ｓか

らＣ評価というのは、基地局の数の周波数帯平均値による相対評価としてござ
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います。 

 ６ページを御覧ください。ミリ波の進捗評価でございますけれども、項目１

の基地局の数は、先ほどのＳｕｂ６と同様の考え方に基づく基準としておりま

す。 

 ７ページを御覧いただければと思います。ここからはローマ数字のⅡ、ＳＡ

に係る評価でございます。上の青色の部分の検討課題といたしまして、ＳＡを

技術導入状況の評価基準に含める方向で検討を行うとしてございました。この

ページは、認定の有効期間満了後の実績評価の改定案でございます。下の表の

左側、点線の枠に改定の考え方を示してございます。①はＳＡを基準に追加す

るとしておりまして、ＳＡを評価区域内の全ての都道府県において導入してい

る場合にはＳ評価、一部の都道府県の場合はＡ評価としております。 

 なお、先ほどの審議事項におきまして、ＮＴＴドコモからの意見においてＳ

Ａは当面モニタリング指標としてほしいといった意見がございましたけれども、

国内におけるＳＡの導入促進の観点から評価基準に加えるということとしてお

ります。また、楽天モバイルからの、ＣＡ、ＭＩＭＯといった総合的な評価を

希望するという意見に沿った基準としてございます。 

 続いて②でございますけれども、既存の既定の見直しを行っております。片

仮名のアからウに示す技術は、利用状況調査を踏まえますと、現在基本的に用

いられている技術でございますので、現行のアからウのいずれかとなっている

Ｂ評価は改正案ではＣ評価としまして、改正案のＢ評価におきましては、アか

らウの全てとする基準へ変更を行っております。 

 続いて８ページを御覧いただければと思います。認定の有効期間満了後及び

有効期間中の進捗評価の改定案でございます。現行の基準は前年度実績値との

比較に基づくものでございまして、改定の考え方としまして、ＳからＣの評価

の全てにＳＡを加えています。また、実績評価の整合性の観点から、ＵＬ６４
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ＱＡＭを追加してございます。 

 ９ページを御覧ください。認定の有効期間中の実績評価でございます。認定

の考え方としまして、①はＳＡを基準に追加するものでございます。ここで（１）

の７００ＭＨｚ帯は５Ｇとキャリアグリゲーションが標準化されていない周波

数帯で、ＳＡとキャリアアグリゲーションは、現時点では導入できない技術で

ございます。ただし認定を受けたものはその認定期間において標準化提案を行

うとしておりますので、認定の移行期間中の１０年間における標準化及び導入

を期待するという見地から基準に加えるとともに、Ｓ及びＡ評価は３つ以上の

技術としております。 

 （２）の７００ＭＨｚ帯以外は、４Ｇとして割り当てられた周波数帯におき

ましても５Ｇの導入が進展しているという状況でございますので、ＳＡ及びＭ

ａｓｓｉｖｅ ＭＩＭＯの導入を期待して、Ｓ及びＡ評価では４つ以上の基準

としております。②は規定の整備といたしまして、先ほど同様にＵＬ６４ＱＡ

Ｍを追加するとともに、（１）の７００ＭＨｚ帯は周波数帯の特性から、４ＭＩ

ＭＯ以上の導入に係る技術的困難性があるということですので、Ｓ評価に２Ｍ

ＩＭＯを加えております。 

 １０ページを御覧いただければと思います。ローマ数字Ⅲの３Ｇに係る評価

でございます。上はこの青色部分の検討課題のうち、２つ目のパラグラフでご

ざいますけれども、３Ｇサービスの終了後は、総務省における電波の有効利用

状況調査におきまして、移行期間の提出を求めまして、当該移行計画に基づく

評価を行う方向としてございました。 

 改定の考え方といたしましては、有効利用評価方針に移行計画に係る評価の

事項、方法及び基準について新たに規定するとしてございます。具体的には評

価の事項に使用周波数の移行計画を追加いたします。 

 また、（２）の評価の方法におきましては、定性的に評価を行う旨、（３）評
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価の基準といたしましては、免許人から提出された移行計画における移行する

周波数及び通信規格、また移行する周波数に係る基地局の数、人口カバー率及

び面積カバー率の年度ごとの見通し、さらに移行に要する期間、これらを分析

しまして評価を行う旨の規定を追加するというものでございます。 

 また、米印で、移行に要する期間の評価の考え方も示しております。電波法

の免許の有効期間というのは５年でございますので、再免許は必ずしも保障さ

れていないという電波法の基本的な、原則的な考え方に基づきまして、移行す

る周波数に係る人口カバー率がＤ評価の基準を超えるために必要な期間は、３

Ｇのサービス終了期間から５年以内として評価を行うということとしまして、

ただし特段の事情がある場合にはこれを考慮するとしております。 

 これらの考え方を反映した改定案につきまして、次の１１ページに記載を行

っております。長くなって恐縮です。１２ページを御覧いただければと思いま

す。 

 Ⅳ、認定の有効期間中の周波数帯平均値に基づく評価につきまして、上の表

の検討課題といたしましては、近年、１社割当ての周波数帯が多うございまし

て、複数の周波数帯において周波数帯平均値に基づく相対評価が困難な状況に

ございますので、各者の開設計画値との比較に基づく評価を行うということに

するなど、改定案の検討をするとしてございます。 

 下の表の右が改定案でございますけれども、各者の計画値に基づく絶対評価

へ変更してございます。改定の考え方でございますけれども、現行の評価方針

では、進捗評価において計画値との比較による評価を行っておりまして、Ａ評

価を計画値以上としてございますけれども、実績として評価するに当たりまし

て、計画値以上となった場合は標準といたしまして、Ｂ評価を計画値以上、Ｓ

及びＡ評価は、過去の統計的なデータを踏まえまして基準値を設定しておりま

す。 
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 次の１３ページ御覧ください。実績評価において計画値に基づく評価へ変更

を行ったことに伴いまして、進捗評価につきましては、前年度実績値との比較

に基づく絶対評価へ変更を行っております。 

 １４ページを御覧いただければと思います。最後でございますけれども、Ⅴ、

安全・信頼性の確保に係る定性評価につきまして規定の整備を行う改定案でご

ざいます。改定の考え方といたしましては、まず①として、ｂ評価において評

価の対象は前年度からの改善を行っているというだけではなくて、一定の取組

を行っていることも評価の対象とする規定を整備するということとしておりま

して、そのために「過去の経験等を踏まえ」を「一定の取組を行っており」と

いう文言へ変更を行っております。また、②のｃ評価は表記の統一でございま

す。③の脚注につきましては、事前の対策のみならず、先般の能登半島地震な

どの事案の対処についても評価対象にするということを明確化するための改定

案でございます。 

 次の１５ページ目以降は、部会における議論を反映した詳細資料を添付して

ございますけれども、時間の関係上、御説明は割愛させていただきます。 

 資料２につきましては、本資料の改定内容を有効利用評価方針の本体に赤字

で反映したものでございます。 

 長くなって恐縮でございます。御説明は以上でございます。御審議のほうよ

ろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 どうも詳細な御説明ありがとうございました。それでは、ただい

まの御説明に関しまして、各委員の方から御質問、御意見よろしくお願いいた

します。大久保会長代理、いかがでしょうか。 

○大久保代理 大久保です。大変詳細かつ非常に丁寧な御検討を積み重ねられ

てきた結果ということでありまして、内容に関しましては私から特別な御質問

等はございません。ありがとうございました。 
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○笹瀬会長 どうもありがとうございました。それでは長田委員、いかがでし

ょうか。 

○長田委員 私も同じように、部会の皆さんに御丁寧に御検討いただきました

ので、特にございません。ありがとうございます。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。矢嶋委員、いかがでしょうか。 

○矢嶋委員 詳しい御説明ありがとうございました。本当に皆様がおっしゃる

とおり、大変緻密に御丁寧に御検討いただきました。私も異存ございません。

ありがとうございました。 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。私から１点。この有効評価部会、

今度やりますと３年目となります。初年度は非常に苦労して作りまして、昨年

度は、初年度に作ったものを、マイナーチェンジで少し修正し、今回に関しま

しては、部会の特別委員の皆さんをはじめ事務局の方、林先生のおかげで、大

幅にいいように改定されていると思います。これだけかっちりできると、この

意見募集の結果が楽しみで、厳しい意見は出ると思いますが、基本的にはヒア

リングの結果を踏まえて修正したところと、この電監審と部会の意見が出てい

るのがかなりはっきり見えているかと思います。 

 これを毎年全面改正は大変だと思いますので、ここでできたものが、できれ

ば１～２年使えるような仕組みになっていて、また、今後ＳＡなどシステムな

り技術が変わりますと、さらに改正は必要になってくると思いますが、私とし

ても、今回のこういう案ができてうれしいと思います。どうもありがとうござ

いました。 

 林部会長をはじめ部会の先生方、あと事務局の皆様に心から感謝いたします。

どうもありがとうございます。 

○林委員 ありがとうございました。引き続き笹瀬会長、それから有効利用評

価部会の特別委員の先生方、そして事務局の皆様の御尽力をいただきまして、
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さらに精緻な評価を進めてまいりたいと思いますので、引き続き御指導のほど

よろしくお願いいたします。 

○笹瀬会長 それでは、今の御提案の改正案につきまして、さらに質問等ござ

いますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、委員の皆様方の御了承、御了解が得られたものとしまして、本改

定案につきましては、この後、電波監理審議会として意見募集を実施すること

にして、意見募集の件に係る報道発表をこの審議会終了後に行いたいと思いま

す。意見の募集期間は３月１６日から４月１９日までの３５日間といたします。 

 意見募集に係る報道発表に関しましては、事務局の皆様に御協力よろしくお

願いします。また、意見募集後に提出された意見の取りまとめ及び意見に対す

る当審議会の考え方につきましても、また案の作成に関しましても、部会にお

いて御対応どうぞよろしくお願いいたします。 

○林委員 承知いたしました。 

○笹瀬会長 林部会長をはじめ、特別委員の先生方におかれましては、これま

で同様、精力的に頑張っていただくように、よろしくお願いいたします。 

 それから事務局の方、非常に頑張っていただいているので、これからもどう

ぞよろしくお願いいたします。 

○林委員 どうもありがとうございました。親会の先生方におかれましても、

御尽力いただきまして、ありがとうございます。引き続きよろしくお願いしま

す。 

○笹瀬会長 非常に大変だとは思いますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、この審議事項につきましては、これで終了したいと思います。ど

うもありがとうございました。 

 以上で審議事項の終了をいたします。総合通信基盤局の職員の方、御退出よ

ろしくお願いいたします。 
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（総合通信基盤局職員退室） 

 

閉    会 

 

○笹瀬会長 どうもありがとうございます。それでは、本日の会議はこれにて

終了いたしたいと思います。 

 答申書及び評価結果報告書につきましては、所定の手続をしていただいて事

務局から総務大臣宛てに提出をよろしくお願いします。それから次回の定例会

の会議は、令和６年の４月１２日（金）の１０時から予定しております。 

それでは、本日の審議会を閉会いたします。どうもありがとうございました。 

 


